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はじめに 

 

むつ市の中小企業は、生産、流通、サービスなど本市の経済活動の根幹を成し、雇用の確

保やまちづくりの担い手として地域社会を支えています。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰等により、幅広い業種に

売上不振、資金繰り悪化等の影響が生じており、中小企業を取り巻く環境は極めて厳しい状

況が続いております。 

このような状況において、地域経済の活性化及び市民生活向上のためには、中小企業者自

らが経営の革新や新たな事業の創出、企業間の連携などの新たな取組が求められています。

市では平成２９年３月、むつ市中小企業振興基本条例を制定し、中小企業の振興を市政の主

要課題として位置付け、中小企業の持続的で多様な成長及び発展を支援する中小企業振興施

策を展開しております。 

この「むつ市中小企業振興基本条例に基づく事業の実施状況報告」はむつ市中小企業振興

基本条例第１２条の規定に基づき、令和５年度に実施した中小企業の振興に係る施策のうち

主なものについて、７つの基本方針に基づき整理して実施状況を取りまとめ、公表するもの

です。 
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１．７つの基本方針について 

むつ市中小企業振興基本条例（平成２９年３月２４日条例第２号） 

（施策の基本方針） 

第 10条 市は、次に掲げる事項を基本方針として中小企業の振興に関する施策を推進する

ものとする。 

(1)中小企業者の経営の革新及び創業の促進並びに創造的な事業活動の促進を図ること。 

(2)中小企業者の経営基盤の強化を図ること。 

(3)中小企業者相互の連携並びに市、中小企業者、中小企業団体、大企業者、金融機関及び

市民の連携を図ること。 

(4)地域資源の活用による産業の活性化及び新たな事業の創出を図ること。 

(5)中小企業者に対する資金供給の円滑化を図ること。 

(6)雇用環境の整備を図ること。 

(7)小規模企業の創業の促進及び小規模企業者の事業の承継又は廃止の円滑化を図ること。 

 

２．実施状況の公表について 

むつ市中小企業振興基本条例（平成 29年３月 24日条例第２号） 

（実施状況の公表） 

第 12条 市は、毎年度、中小企業の振興に関する事業の実施状況を取りまとめ、公表す

るものとする。 

 

３．中小企業の定義について 

中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項に基づく「中小企業者」をいい、小規模企業と

は同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」をいう。 

 

業種分類 

中小企業者（次のいずれかを満たすこと） 小規模企業者 

資本金の額または 

出資の総額 

常時使用する 

従業員の数 

常時使用する 

従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業、 

その他の業種（②～④を除く） 
３億円以下 ３００人以下 ２０人以下 

②卸売業 １億円以下 １００人以下 ５人以下 

③サービス業 ５,０００万円以下 １００人以下 ５人以下 

④小売業 ５,０００万円以下 ５０人以下 ５人以下 
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１．条例第１０条に掲げる基本方針に該当する主な事業一覧 

 

基本方針 No 事業名 
事業費 
（千円） 

担当課 頁 

(1)中小企業者の経営
の革新及び創業の促
進並びに創造的な事
業活動の促進 

1 創業支援事業 894 産業雇用政策課 4 

(2)中小企業者の経営
基盤の強化を図る 1 

むつ市地域間幹線系統等確保維持
費補助金 

25,570 
企画調整課 
広域連携・交通政策Ｇ 

4 

2 むつ市プレミアム付商品券事業 161,506 産業雇用政策課 5 

(4)地域資源の活用に
よる産業の活性化及
び新たな事業の創出
を図る 

1 下北ジオパーク推進事業 22,243 ジオパーク推進課 6 

2 むつ商工会議所補助金 8,001 産業雇用政策課 6 

3 むつ市商工会補助金 3,600 産業雇用政策課 7 

4 企業誘致推進事業 12,200 産業雇用政策課 7 

5 地域のにぎわい創出事業 6,264 観光･シティプロモーション推進課 8 

6 
「むつ市のうまいは日本一！」推進
プロジェクト事業 
「地産地消運動推進費」 

1,991 観光･シティプロモーション推進課 8 

7 
「むつ市のうまいは日本一！」推進
プロジェクト事業 
「全国販路開拓支援事業」 

2,901 観光･シティプロモーション推進課 9 

8 地域特産品活用促進事業 4,099 観光･シティプロモーション推進課 9 

9 
むつ市のうまい！ステップアップ
事業 

2,100 観光･シティプロモーション推進課 10 

10 下北圏域地場産品販路拡大事業 528 観光･シティプロモーション推進課 10 

11 
むつ市のうまい直送便「Ｍ－ロジ」
事業 

5,372 観光･シティプロモーション推進課 10 

12 
Aomori Global Advance Project 
2023 

7,025 観光･シティプロモーション推進課 11 

13 
むつ市のうまいでポケバル推進事
業 

3,000 観光･シティプロモーション推進課 12 

14 にぎわい向上イベント推進事業 10,900 観光･シティプロモーション推進課 12 

15 
むつ市好吃的扇貝！台湾プロモー
ション推進事業 

7,353 観光･シティプロモーション推進課 13 

(5)中小企業者に対す
る資金供給の円滑化
を図る 

1 中小企業経営安定化支援事業 232,797 産業雇用政策課 14 

(6)雇用環境の整備を

図る事業 
1 

青森県創生人材育成・定着推進事業 
7 

企画調整課 
未来創生Ｇ 

14 

2 Ｕターン就職等推進事業 6,019 産業雇用政策課 15 

3 新規高卒者市内定着支援事業 2,239 産業雇用政策課 15 

4 地域企業連携強化事業 2,780 産業雇用政策課 16 

(7)小規模企業の創業
の促進及び小規模企
業者の事業の承継又
は廃止の円滑を図る
事業 

1 

【再掲】 

創業支援事業 894 産業雇用政策課 16 
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２．令和５年度中小企業振興施策実施状況について 

 

（１）中小企業者の経営の革新及び創業の促進並びに創造的な事業活動の促進を図る事業 

 

１．創業支援事業 

事業費 894 千円 

【事業概要】 

国全体では開業率を現在の５％台から欧米並みの 10％台へ成長させ、雇用機会創出に繋げる

狙いがある。そこで新たなビジネス創出を支援し、雇用機会の創出に繋げるため、下北地域広

域創業支援事業計画（平成 27年度～令和６年度）に基づき創業支援を実施する。 

【事業実績】 

創業を希望する者に対し、支援機関と連携しながら次の支援事業を実施した。 

①創業塾（特定創業支援事業） 

②創業相談ルーム（特定創業支援事業） 

③創業支援セミナー 

④創業融資・保証料補給・利子補給 

⑤空き店舗助成（むつ商工会議所事業） 

 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

創業支援対象件数 65 件 112 件 

創業件数 10 件  5 件 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 

 

 

 

 

（２）中小企業者の経営基盤の強化を図る事業 

 

１．むつ市地域間幹線系統等確保維持費補助金 

事業費 25,570 千円 

【事業概要】 

生活交通路線として必要な広域的・幹線的なバス路線の運行の維持等を図るため、国、県、

市町村の補助金交付要綱に基づき、乗合バス事業者に対して補助金を交付することにより、バ

ス路線の維持と地域住民の交通手段を確保する。 

【事業実績】 

・下北交通株式会社が運行する次の５路線に対し 12,201 千円の補助を行った。 

むつ・佐井線（むつ BT～佐井車庫前） 

むつ線（大畑駅前～むつ BT） 

泊線（むつ BT～泊車庫前） 

野辺地線（むつ BT～野辺地駅前） 

尻屋線（むつ BT～尻屋） 

 

・ジェイアールバス東北株式会社が運行する次の路線に対し 13,369 千円の補助を行った。 

   下北線（田名部～脇野沢） 
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【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

輸送人員：下北交通株式会社（むつ・佐井線） 98,040 人 102,155 人 

輸送人員：下北交通株式会社（むつ線） 40,547 人 40,684 人 

輸送人員：下北交通株式会社（泊線） 35,958 人 28,303 人 

輸送人員：下北交通株式会社（野辺地線） 45,341 人 39,420 人 

輸送人員：下北交通株式会社（尻屋線） 13,129 人  6,826 人 

輸送人員：ジェイアールバス東北株式会社（下北線） 55,720 人 59,267 人 

（担当課：企画部企画調整課広域連携・交通政策グループ） 

 

 

２．むつ市プレミアム付商品券事業 

事業費 161,506 千円 

【事業概要】 

エネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を受け、低迷する市内経済に対し、個人消費を

喚起し、地域経済の活性化のため、市内店舗で使用できるプレミアム付商品券を販売する。 

【事業実績】 

・登録 494 店舗、発行数 140,000 セット（840,000 枚/840,000,000 円）で実施 

・販売数 71,619 セット（429,714 枚/429,714,000 円） 

・低所得世帯及び子育て世帯支援へ合計 60,939 セット（365,634 枚/365,634,000 円）を配布 

・使用（換金）数は 789,534 枚（789,534,000 円/換金率 99.3%） 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

販売数 
29,040 セット 
（348,480 枚） 

71,619 セット 
（429,714 枚） 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 
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（４）地域資源の活用による産業の活性化及び新たな事業の創出を図ること。 

 

１．下北ジオパーク推進事業 

事業費 22,243 千円 

【事業概要】 

下北地域の各種団体が一丸となってジオパーク活動に取り組んでいくため組織された「下北

ジオパーク推進協議会」を運営し、日本ジオパークネットワーク加盟地域として、「保護･保全」、

「教育･研究」、「地域振興」の取り組みを加速させ、持続可能な地域づくりを進める。 

【事業実績】 

〈地域振興に関わる事業〉 

・下北ジオパーク認定商品の新規認定及び、発表会開催…12 商品の新規認定（10 事業者） 

・ジオメニューパワーアップ補助金…１事業者へ助成金の支出 

・地域の様々なイベントに参加し、地域振興の取り組みを展開（全９回） 

・ジオパークマガジン読者プレゼントによる認定商品の周知 

・下北ジオパークファンミーティング開催、16事業者が出店 

・モンベルフレンドジオパークとして登録、フレンドショップ５事業者 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

ジオパーク認知度の向上 84.02％ 87.21％ 

ジオパーク関連ツアー実施回数 37 回 37 回 

ジオパーク認定商品認定数（のべ数） 39 商品 51 商品 

（担当課：企画政策部ジオパーク推進課） 

 

 

２．むつ商工会議所補助金 

事業費 8,001 千円 

【事業概要】 

商工業者の振興と地域活性化の推進、社会一般の福祉の増進に資するため、むつ商工会議所

が行う各種事業の経費に対し予算の範囲にて補助することにより、地域経済の総合振興を図る。 

〈補助対象事業〉 

①総合振興事業 ②商工観光振興事業 ③空き店舗助成事業 ④青年部・女性会強化事業 

【事業実績】 

むつ商工会議所へ補助を行い、会議所の各事業を通じた市内商工業者の推進並びに地域活性

化を促進した。会議所が実施する各種イベント開催のほか、空き店舗活用助成など市内商店街

振興に係る事業に活用されており、市内商工業の振興が図られた。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

むつ商工会議所補助金額 7,718 千円 8,001 千円 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 
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３．むつ市商工会補助金 

事業費 3,600 千円 

【事業概要】 

商工業者の振興と地域活性化の推進、社会一般の福祉の増進に資するため、むつ市川内町商

工会・大畑町商工会が行う各種事業の経費に対し予算の範囲にて補助することにより、地域経

済の総合振興を図る。 

〈補助対象事業〉 

①むつ市川内町商工会 

・商工振興事業 

・経営改善普及事業 

②大畑町商工会 

・経営改善普及事業 

・地域総合振興事業 

【事業実績】 

むつ市川内町商工会、大畑町商工会に補助を行い、市内各地区の商工業振興、地域活性化を

図った。補助対象経費として、各商工会が主催するイベントの実施のほか、域内事業者向けの

セミナー開催や経営指導員が個別に相談指導を行う、「経営改善普及事業」に活用されている。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

むつ市川内町商工会補助金額 1,710 千円 1,710 千円 

大畑町商工会補助金額 1,890 千円 1,890 千円 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 

 

 

４．企業誘致推進事業 

事業費 12,200 千円 

【事業概要】 

既存の誘致企業へのフォローアップを行うことで企業の定着・成長を図るともに、企業誘致

促進条例に基づき誘致企業に対する助成金の交付を行う。 

〈令和 6年 3月 31 日時点の市誘致企業 13 社〉 

スミダ電機㈱青森工場、㈲サンマモルワイナリー、日本ホワイトファーム㈱東北事業所生

産部、㈱サン・コンピュータ、㈱アイティコワーク、下北王子林産㈱、㈱永木精機むつテ

クノセンター、㈱PWAN むつ事業所、福山通運㈱青森むつ事業所、㈱エスプールグローカル

むつ BPO センター、㈱ライトカフェ、㈱シモムラ、㈱寅福（令和 6年操業予定） 

【事業実績】 

令和４年 11 月立地協定を締結した１社が令和６年に操業予定であり、令和５年には北海道に

ある本社農場への見学会を 4回実施し、119 人が参加した。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

企業誘致 ３社 ０者 

むつ市企業誘致促進条例助成金交付（事業者数） ３者 ３者 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 
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５．地域のにぎわい創出事業 

事業費 6,264 千円 

【事業概要】 

多くの地域住民、特に大学生を中心とした若者世代が祭りなどの伝統行事・文化に触れ、参

加できる機会を提供することで、郷土愛の醸成を図るとともに、祭りや観光イベントの参加人

口の拡大と活性化、ひいては活力あるまちづくりを目指すものである。当市の伝統行事である

「おしまこ流し踊り」への参加者の受け入れを行う。 

【事業実績】 

地域の伝統行事であるとともに観光コンテンツでもある「おしまこ流し踊り」は、近年、参

加者数の減少が課題となっていたが、当事業は行事の継続に寄与し、観光誘客、街の活性化と

いった面で、地域経済に貢献している。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

オシマコラボ参加者数 － 62 名 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

６．「むつ市のうまいは日本一！」推進プロジェクト事業「地産地消運動推進費」 

事業費 1,991 千円 

【事業概要】 

地元産の安全・安心で新鮮な農林水産物を地域内で消費しようという地産地消運動に賛同す

る事業者を「むつ市地産地消運動協力店」として認定し、地産地消の重要性を PR。毎年秋に開

催される「むつ市地産地消運動協力店感謝祭」を通じて、地元産品の積極的な消費を促進し、

一次産業の活性化と地域経済の振興を図る。 

【事業実績】 

令和４年度より、市内関係団体が連携して実施したイベント「ＭＧＦ」内で、地産地消運動

協力店の出店を呼びかけ、26事業者が参加。イベントには２日間で延べ 17,000 人が来場し、出

店した協力店の多くで商品が売り切れるなど、地域事業者の売上向上と市産品消費の促進に大

きく貢献した。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

地産地消運動協力店登録数 66 事業者・81店舗 65 事業者・75店舗 

イベント来場者数 約 21,000 人 約 17,000 人 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 
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７．「むつ市のうまいは日本一！」推進プロジェクト事業「全国販路開拓支援事業」 

事業費 2,901 千円 

【事業概要】 

国内最大級の食品業界展示商談会である「スーパーマーケットトレードショー（SMTS）」に２

事業者が参加。全国のスーパーマーケットをはじめとする小売店や商社、ホテル等の食部門バ

イヤーに推しの商品を売り込み、全国への販路拡大を目指すものである。 

【事業実績】 

参加事業者は、展示会当日にバイヤーとの名刺交換を各事業者 100 件以上行い、20 件以上の

見積依頼を受けた。その内３件がその場で商談が成立し、20件以上が商談継続中で取引の拡大

に繋がった。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

スーパーマーケットトレードショー参加事業者数 ２事業者 ２事業者 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

８．地域特産品活用促進事業 

事業費 4,099 千円 

【事業概要】 

地域の特性を活かした「大湊海自カレー」や「大湊 Sora 空っ！」など当市ならではのご当地

グルメのＰＲ、活動団体及び事業者の支援を行い、地域経済の活性化を図る。 

【事業実績】 

〈大湊 Sora 空っ！〉 

 大湊 Sora 空っ！普及会が中心となって開発した Sora 空っ！のタレの販売促進を行い、定

期的な飲食店イベント「ソラカラの日」を通して消費拡大を行った。 

〈大湊海自カレー〉 

 大湊 Sora 空っ！普及会とコラボし「自衛隊グルメ スピードくじ」イベントを開催したほ

か、製パン業者とのコラボ商品の開発やテレビ・雑誌等メディアを活用したプロモーション

活動を行った。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

大湊 Sora 空っ！提供数 13,372 食 10,091 食 

大湊海自カレー提供数  6,832 食  6,299 食 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 
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９．むつ市のうまい！ステップアップ事業 

事業費 2,100 千円 

【事業概要】 

販路開拓・拡大、市特産品の高付加価値化など、地産地消や地産外商を積極的に推進し、「稼

げる地域」の実現に向けてステップアップするため、国内外の商談会や見本市等への出展・参

加や、新商品開発及び既存商品のブラッシュアップなどを行う市内事業者への各種支援を行う。 

【事業実績】 

新商品開発やラベル製作、出展事業など、両事業ともに多岐にわたる展開ができた。特に、

販路開拓支援補助金を活用した事業では、新型コロナウイルスの収束により、海外展開を実現

することができた。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

むつ市のうまい！販路開拓支援補助金交付件数 ３件 ５件 

むつ市のうまい！新商品開発支援補助金交付件数 ８件 ６件 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

10．下北圏域地場産品販路拡大事業 

事業費 528 千円 

【事業概要】 

下北圏域の市町村で実行委員会を組織し、下北圏域が誇る特産品の首都圏における販路拡大

およびブランディングを進めることで、地域の農林水産業の振興と経済の発展を目指す。 

【事業実績】 

令和５年度には、東京都江東区亀戸にて下北半島の特産品を集めた「下北半島特産品トラッ

クセール」を開催。約 1,000 名の来場者を集め、売上は 80 万円を超えるなど、参加者から好評

を得た。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

参加事業者 ７事業者 ７事業者 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

11．むつ市のうまい直送便「Ｍ－ロジ」事業 

事業費 5,372 千円 

【事業概要】 

地場産品の国内市場における販路開拓等を推進するため、公益社団法人下北物産協会が主体

的に行う物流システムの構築事業に対して補助金を交付し、「Ｍ－ロジ」専用トラックの運用を

支援する。これにより、農林水産業の振興及び地域経済の発展が期待される。 
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【事業実績】 

市がプロジェクトの主体である公益社団法人下北物産協会へ補助金を支出し、物産協会は、

所有するＭ－ロジ事業専用トラックにより地場産品を関東圏を中心として配送した。トラック

の荷台には地場産品を３Ｄでラッピングしているため、プロモーションの効果も見込まれる。

今後は、外食系企業を中心に直接輸送することでＢtoＢ推進による地場産品の販路開拓及び拡

大のためのシステムの構築を進める。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

年間運送稼働率 72％ 64％ 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

12．Aomori Global Advance Project 2023 

事業費 7,025 千円 

【事業概要】 

〈目的〉 

(１)シンガポール国立大学（以下「NUS」。）の短期留学生が青森県内の自治体へ滞在し、地域

ならではの各種体験や、県内の大学生・高校生等との交流を通して地域の文化・価値観へ

理解を深める。 

(２)NUS 生と地域の大学生がむつ市内の生産者等への訪問を通し、シンガポールマーケット

における市特産品の競争力の向上・認知度の向上に向けた販売戦略を検討・実践し、地域

の産業の高度化を図る。 

〈事業内容〉 

 ５月の青森県内における短期留学では、歴史文化や産業についてのインプットを実施。帰

国後のインターンシップでは「輸出の促進」、「インバウンドの促進」、「ブランディング」を

テーマに活動。11 月にはアニメフェスティバルシンガポール 2023 に出展、トップセールス

を実施した。 

【事業実績】 

〈輸出の促進〉 

・いろはマートでの販売 合計 ＄950(約 10.5 万円) ※1か月間 

・伊勢丹東北フェア出展 合計 ＄4,848(約 54 万円) ※2週間 

・AFA 2023 SG への出展 合計 ＄4,250(約 47 万円) ※3 日間 

→プロジェクト全体で$10,048(約 111 万円)の売り上げを達成。 

〈インバウンドの促進〉 

・Japan Travel Fair への出展では、３日間で 100 件近くのポテンシャルリストを獲得 

・出展中実施したアンケートで、顧客ニーズ等のマーケティングを実施 

・青森県内周遊のモデルコースを 2種類作成 

〈ブランディング〉 

・ファン獲得のための SNS 投稿(Instagram)、フォロワー獲得のため、輸出チームとタイア
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ップしたキャンペーンを実施、AFA 2023 SG でフォロワーに向けたラッキードローを実

施 

・投稿数 50 件以上達成。フォロワー増加率 158％、フォロワー増加数 1,900 人。 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

13．むつ市のうまいでポケバル推進事業 

事業費 3,000 千円 

【事業概要】 

コロナ禍を契機に拡大した「家飲み」をメインターゲットとし、消費者が自宅にいながらも、

むつ市の特産品や飲食店で提供されている料理を手軽に味わえるような冷凍商品の製造・販売、

商品のプロモーションを行うものである。 

むつ市料理飲食店組合が主なプレイヤーとなり、商品の製造や販売に係る機材の維持・管理

および取り組みの支援と、特に地域外消費者に向けた商品の効果的なプロモーションを行うこ

とで、当市の特産品の認知度向上と販路の開拓・拡大、またそれに伴う飲食店事業者の所得向

上を目指す。 

【事業実績】 

冷凍商品の加工場や設備の維持管理、オンラインショップや市内店舗での販路開拓のほか「全

国メタバース物産展」への出店を行い、飲食事業者の所得向上と特産品の認知度向上に寄与し

た。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

参加事業者数 ４事業者 ４事業者 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

14．にぎわい向上イベント推進事業 

事業費 10,900 千円 

【事業概要】 

地域全体としてアフターコロナにおける地域経済の更なる回復・活性化とにぎわいの向上を

図るため、むつ商工会議所を事務局に市内関係団体で実行委員会を組織し、地域内における消

費喚起に加え、着地型観光客の増加を図るイベントを実施及びイベント開催経費の補助を行う。

実行委員会主催イベントを開催するほか、地域団体等が実施するイベントの開催経費の補助を

行う。 

【事業実績】 

実行委員会主催イベントでは 17,000 人、開催経費補助イベントも 6,000 人程が来場。出店者

の売上増加につながるなど、地域経済の回復が図られた。 
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【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

ＭＧＦ来場者数 21,000 人 17,000 人 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 

 

 

15．むつ市好吃的扇貝！台湾プロモーション推進事業 

事業費 7,353 千円 

【事業概要】 

〈目的〉 

 ALPS 処理水の放出に伴い、中国による日本産水産物の輸入禁止措置等で市内事業者の水産加

工品の供給先が減少していることから、海外マーケットの販路を開拓・拡大し、水産加工業者

及び漁業者の事業継続を支援する。 

〈事業内容〉 

 ジオパークや市内中学校同士の交流を継続している台湾をターゲットに設定し、供給先の確

保に難を抱えた「蒸しベビーホタテ（陸奥湾産・冷凍）」について、台湾最大の産業の中心地で

ある高雄市においてプロモーション活動を実施した。 

【事業実績】 

催事名：陸奥帆立貝遊樂日 

日 時：令和６年１月 27日(土)、28 日(日) 

場 所：高雄夢時代（台湾高雄市の大型ショッピングモール） 

〈実施内容〉 

・高雄夢時代正面入口にポップアップストアを設置。 

・冷凍蒸しベビーホタテを材料に、バター醤油焼きと当市の郷土料理である「みそ貝焼き」

を調理。 

・２日間で 1,800 食（冷凍蒸しベビーホタテ 150kg）を来場者に無料でふるまい、高雄市の多

くの消費者に対し、当市のホタテガイをプロモーションすることができた。 

 また、イベント開催に加え、当市の市長や市内水産加工事業者による羅達生・高雄市副市長

への表敬訪問や現地企業に対するトップセールスを実施した。 

 これらの取組を通じ、需要を喚起し、ホタテガイの取引拡大（令和４年：60ｔ⇒令和５年：

192ｔ）につながった。 

（担当課：経済部観光・シティプロモーション推進課） 
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（５）中小企業者に対する資金供給の円滑化を図る事業 

 

１．中小企業経営安定化支援事業 

事業費 232,797 千円 

【事業概要】 

市内中小企業の活性化と経営安定に資するため、運転資金および設備資金に係る特別保証融

資制度を設け、県内４金融機関に対して原資預託及び融資を受けた事業者への信用保証料補給

事業を行う。 

・中小企業融資特別保証制度原資預託：県内 4金融機関に対する預託金（平成 17 年～） 

・むつ市中小企業融資特別保証制度信用保証料負担金：保証料の一部を負担（昭和 48 年～） 

【事業実績】 

市内中小企業の活性化と経営の安定化が図られた。 

また、青森県が実施する「選ばれる青森への挑戦資金」と連携し、創業者が本制度を利用す

る際、借り入れに係る保証料を県と連携して保証し、創業者の負担軽減を図った。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

中小企業小口資金特別保証制度利用件数 67 件 72 件 

中小企業事業活性化資金特別保証制度利用件数 13 件 13 件 

小口零細企業特別保証制度利用件数  2 件  2 件 

創業支援資金保証料補給利用件数 10 件 8 件 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 

 

 

 

 

（６）雇用環境の整備を図る事業 

 

１．青森県創生人材育成・定着推進事業 

事業費 7 千円 

【事業概要】 

本市の社会動態は、高校を卒業する世代の転出が大学等を卒業する世代の転入を上回り、社

会減が深刻である。そのような中、2015 年度に、県内の大学・自治体・企業等が連携し、地元

就職率の向上に取り組む青森 COC+推進機構が創設され、むつ市も参加自治体として事業展開し

てきた。2019 年度で文部科学省補助事業が終了したことに伴い、推進機構は組織解体となった

が、2020 年度からは青森創生人財育成・推進協議会を立ち上げ、後継組織として、県内 4つの

ブロックで各々事業を展開する体制がとられている。引き続きむつブロック事業として学生支

援を継続し、企業説明会の開催やインターンシップの普及を促進することで、若者の地元定着

を目指す。 
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【事業実績】 

「共育型インターンシップ」に 10 人、「従来型インターンシップ」に２人の学生が参加した。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

連携大学からむつ下北地区への就職者数 10 人 8 人 

（担当課：企画部企画調整課未来創生グループ） 

 

 

２．Ｕターン就職等推進事業 

事業費 6,019 千円 

【事業概要】 

地域経済が感染症の影響によって失速したことを背景に、地域を支える人材の確保が求めら

れており、首都圏等に在住する大学生等や転職希望者の UIJ ターン就職を促進するため、市内

企業の処遇改善や制度周知など受入体制の強化と意識啓発を推進する。 

【事業実績】 

・青森県 UIJ ターン・交流フェア（東京都） むつ市ブース来訪者 14 人 

・青森冬の暮らしセミナー   （ 〃 ）     〃      7 人 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

Ｕターン等就職セミナー参加者数 14 人 21 人 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 

 

 

３．新規高卒者市内定着支援事業 

事業費 2,239 千円 

【事業概要】 

当市における若年層の転出超過は、賃金・労働環境のアンマッチ等により就職のため転出す

る新規高卒者に加え、大学等へ進学のため転出した者がそのまま首都圏や転出先での就職を選

択していることが、要因のひとつと推測されている。 

このことから、高校生に市内就職への認識を深めてもらうため、市内企業等の見学会を実施

するほか、むつ市で暮らしながら働く魅力や市内事業者の情報等を発信するためのガイドブッ

クを作成する。 

【事業実績】 

下北地域の高校生を対象とした市内企業等の見学会を実施し、４校・計 62人が８事業所を見

学した。また、見学会のアンケートでは肯定的な意見が多く寄せられ、地元就職に対する認識

を深めることができた。 

 そのほか、作成したガイドブックを地域の高校や県内大学、関係機関等に配付した。 

 

 



- 16 - 

 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

むつ市企業等見学会参加者数（参加校数） 99 人（３校） 62 人（４校） 

見学先事業所数 ９事業所 ８事業所 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 

 

 

４．地域企業連携強化事業 

事業費 2,780 千円 

【事業概要】 

地域における新たな産業興しや企業の技術力向上を促進、地域内の雇用創出を図ることを目

的に設立された下北・むつ市企業連携協議会の運営支援をするほか、エネルギー分野での人材

育成を図るため、同協議会が実施する「第２種放射線取扱主任者試験受験対策講習会」の実施

に係る経費の一部及び参加する高校生のテキスト代を補助する。 

【事業実績】 

令和５年８月に実施された第２種放射線取扱主任者試験では、参加受講者 19 名（うち高校生

14 名）のうち２名が受験したが、例年以上に難関であり合格者はなかった。 

また近年、講習会の受講者・合格者が共に減少傾向となっており、今後の講習会のあり方に

ついて会員へアンケートを行ったところ、講習内容の見直しといった意見があり、高校生にも

取り組みやすい資格として、「第２種 放射線取扱主任者試験受験対策講習会」に代わり、「エッ

クス線作業主任者資格取得講習会」を令和５年度から６年度にかけて開催することとした。 

【事業実績指標】 

項目名 令和４年度 令和５年度 

第２種放射線取扱主任者試験合格者数（講習会受講者のうち） 1 人 0 人 

第２種放射線取扱主任者試験合格率（講習会受講者のうち） 
25％ 

(全国 20.6％) 
0％ 

(全国 12.9％) 

（担当課：経済部産業雇用政策課） 

 

 

 

 

（７）小規模企業の創業の促進及び小規模企業者の事業の承継又は廃止の円滑を図る事業 

 

１．創業支援事業（再掲） 

事業費 894 千円 

 

※４ページ参照 
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参考資料 

 

過去３か年の市発注契約における市内企業の受注状況の推移 

 

【 工事 （予定価格 130 万円以上） 】 

（単位：件、百万） 

 契約件数 契約金額 

総数 うち市内企業 市内比率 総額 うち市内企業 市内比率 

令和３年度 87 79 90.80％ 2,292 1,638 71.45％ 

令和４年度 78 67 85.90％ 1,914 1,128 58.92％ 

令和５年度 62 57 91.94％ 4,227 4,210 99.59％ 

 

 

【 業務委託・役務 （予定価格 50 万円以上） 】 

（単位：件、百万） 

 契約件数 契約金額 

総数 うち市内企業 市内比率 総額 うち市内企業 市内比率 

令和３年度 191 116 60.73％ 838 544 64.92％ 

令和４年度 243 107 44.03％ 1,237 498 40.21％ 

令和５年度 275 118 42.91％ 1,314 518 39.41％ 

 

 

【 物品購入 （予算額 30 万円以上） 】 

（単位：件、百万） 

 契約件数 契約金額 

総数 うち市内企業 市内比率 総額 うち市内企業 市内比率 

令和３年度 114 100 87.72％ 337 264 78.18％ 

令和４年度 133 122 91.73％ 334 277 82.95％ 

令和５年度 114 99 86.84％ 432 383 88.65％ 

 

 

※本報告書における市内企業とは、むつ市内に本店を有する事業者及び営業所を有する事業

者をいう。 
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むつ市中小企業振興基本条例 

 

平成 29 年３月 24 日 
条例第２号 

むつ市の中小企業は、生産、流通、サービスなど経済活動の根幹を成し、雇用の確保やまちづくりの
担い手として地域社会を支えてきたが、近年の少子高齢化、人口減少、経済社会生活圏の広域化、国際
化の進展などにより、極めて厳しい経営環境に置かれている。 
このような状況において、地域経済の活性化及び市民生活の向上のためには、中小企業者自らの経

営の革新や新たな事業の創出、企業間での連携などの新たな展開を図り、中小企業の持続的で多様な
成長及び発展を支援する中小企業振興策が必要である。 
中小企業の振興を市政の主要課題の一つと位置付け、中小企業者の意欲的で創造的な活動を社会全

体で支援することによって、下北地方の経済の中核として地域社会とともに歩む中小企業者が活躍す
るむつ市を築くため、この条例を制定する。 
（目的） 
第１条 この条例は、市の中小企業の振興に関する基本理念及び施策の基本となる事項を定めること
により、市の特性を取り入れながら総合的に施策を推進し、もって地域経済の活性化及び市民生活
の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 中小企業者 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）に規定する中小企業者で市の区域
内に主たる事務所又は事業所を有するもの及び中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）
に規定する組合、商店街振興組合法（昭和 37 年法律第 141 号）に規定する組合その他中小企業の
振興に関する団体で市の区域内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

（２） 小規模企業者 小規模企業振興基本法（平成 26 年法律第 94 号）に規定する小規模企業者
で市の区域内に主たる事務所又は事業所を有するものをいう。 

（３） 中小企業団体 商工会議所法（昭和 28 年法律第 143 号）に規定する商工会議所及び商工会
法（昭和 35 年法律第 89 号）に規定する商工会その他これらに類する中小企業の振興に関する団
体で中小企業者を支援するものをいう。 

（４） 大企業者 中小企業者以外の事業者で市の区域内に主たる事務所又は事業所を有するもの
をいう。 

（５） 金融機関 銀行、信用金庫、信用協同組合その他金融業を行う機関のうち市の区域内に事
業所を有するものをいう。 

（基本理念） 
第３条 中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推進するものとする。 
（１） 中小企業者の創意工夫及び自主的な取組を尊重すること。 
（２） 多様な人材、優れた技術、豊かな自然その他の地域資源の活用を図ること。 
（３） 小規模企業への適切な支援を実施するための支援体制の整備その他必要な措置を図ること。 

（市の責務） 
第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進するものと
する。 

２ 市は、中小企業者の実態を把握するとともに、中小企業者及び中小企業団体の意見を聴き、適切に
施策の推進に反映するよう努めるものとする。 

３ 市は、中小企業の振興に関する施策の推進に当たり、国、青森県、中小企業者、中小企業団体、大
企業者、金融機関及び市民の連携に努めるものとする。 

４ 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たり、予算の適正な執行並びに透明かつ公正な競争
及び契約の適正な履行の確保に留意しつつ、中小企業者の受注の機会の確保に努めるものとする。 

（中小企業者の努力） 
第５条 中小企業者は、経済的社会的環境の変化に即応してその事業の成長発展を図るため、自主的
に経営の革新、経営基盤の強化及び取引条件の向上に努めるものとする。 

２ 中小企業者は、自らが地域経済の基盤を形成していることを認識し、従業員の福利厚生の充実を
はじめとする雇用環境の整備、雇用の維持及び創出並びに人材の育成に努めるものとする。 

３ 中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会との調和を図り、
暮らしやすい地域社会の実現に貢献するよう努めるものとする。 

４ 中小企業者は、事業活動を行うに当たり、地域における連携を重視し、地域において生産、製造又
は加工された物品及び提供されるサービス等を利用するよう努めるものとする。 

（中小企業団体の役割） 
第６条 中小企業団体は、中小企業の振興に関する施策に主体的に取り組み、暮らしやすい地域社会
の実現に貢献するよう努めるものとする。 



- 19 - 

 

２ 中小企業団体は、中小企業者の経営の革新及び創業の促進に関する指導及び支援に努めるものと
する。 

３ 中小企業団体は、中小企業者の組織化、中小企業者の相互の連携並びに中小企業者、大企業者及び
金融機関の連携に努めるものとする。 

４ 中小企業団体は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
（大企業者の役割） 
第７条 大企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、中小企業者が自らの事
業活動の維持及び発展に欠くことのできない重要な存在であることを認識し、中小企業者との連携
に努めるものとする。 

２ 大企業者は、事業活動を行うに当たり、地域における連携を重視し、地域において生産、製造又は
加工された物品及び提供されるサービス等を利用するよう努めるものとする。 

３ 大企業者は、中小企業の振興が地域経済の活性化において果たす役割の重要性を認識し、市が実
施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（金融機関の役割） 
第８条 金融機関は、中小企業者が経営の革新及び経営基盤の強化に取り組むことができるよう、円
滑な資金の供給、経営相談等の支援により、中小企業の振興に協力するよう努めるものとする。 

（市民の理解及び協力） 
第９条 市民は、中小企業の振興が地域経済の活性化及び市民生活の向上において果たす役割の重要
性を理解し、その発展に協力するよう努めるものとする。 

２ 市民は、消費者として、地域において生産、製造又は加工された物品及び提供されるサービス等を
利用するよう配慮するものとする。 

（施策の基本方針） 
第１０条 市は、次に掲げる事項を基本方針として中小企業の振興に関する施策を推進するものとす
る。 
（１） 中小企業者の経営の革新及び創業の促進並びに創造的な事業活動の促進を図ること。 
（２） 中小企業者の経営基盤の強化を図ること。 
（３） 中小企業者相互の連携並びに市、中小企業者、中小企業団体、大企業者、金融機関及び市民
の連携を図ること。 

（４） 地域資源の活用による産業の活性化及び新たな事業の創出を図ること。 
（５） 中小企業者に対する資金供給の円滑化を図ること。 
（６） 雇用環境の整備を図ること。 
（７） 小規模企業の創業の促進及び小規模企業者の事業の承継又は廃止の円滑化を図ること。 

（財政上の措置） 
第１１条 市は、中小企業の振興に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努
めるものとする。 

（実施状況の公表） 
第１２条 市は、毎年度、中小企業の振興に関する事業の実施状況を取りまとめ、公表するものとす
る。 
（委任） 
第１３条 この条例に定めるもののほか、中小企業の振興に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 
（施行期日） 
１ この条例は、平成 29 年４月１日から施行する。 
（むつ市中小企業振興条例の廃止） 
２ むつ市中小企業振興条例（昭和 52 年むつ市条例第２号）は、廃止する。 
 
 


